２００９年（平成21年）４月２８日

宇治市水道事業管理者

　桑　田　静　児　様
公　開　質　問　状（第二次）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　開地区自治連合会会長　海老　温信　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　開ヶ丘自治会会長　　堀江ひさ代
　　　　　　　　　　　　　　　　  一里丘住宅地自治会会長　 金川　幸二
　　　　　　　　　　　　　　　　　第二次水道問題対策委員長　　木村　正孝
２月２７日付「ポンプ交換及び協議再開についての要求書」、３月１９日付「公開質問状」に対する４月８日付「回答書」を２４日受け取りました。
この回答書には、「協議再開要求」への回答がありません。明確にお答え下さい。
また、貴職の今回の「回答書」は、私たちの質問に正確に対応して戴いてはおりません。そこで私たちの疑問点をさらに補足して、改めての回答をお願いすることに致しました。このような形でしか双方の意思疎通がはかれないことを悲しくも残念にも思いますが、次回は私たちの質問に噛み合った回答にして戴きますようお願いします。

なお「回答」は、可及的速やかに、かつ直接私たちにお渡し下さい。

＜質問１＞「水質」問題について

（１）水道水の「原水」が「環境基準」以下でなければならないというのは、一体、どの法律で定められているのでしょうか？　

（２）法律の定めがないとすれば、この水道部の「方針」（？）は、誰が、どのような手続きで、いつ定められたのでしょうか？

（３）そもそも、水道法が定めている「水質基準」に変えて、法律を上まわるような「方針」を一方的に設定することは許されるのでしょうか？

（４）法律にもない、条例にもないような水道部の「方針」によって、現に供給している水を止めるようなことが、果たして法的に許されるとお考えなのでしょうか？
それは明白に法治主義に反する違法な行為ではないのですか？

（５）なお、地下水からの切り替えを急いでおられる府営水の「原水」は、方針に十分に合致しているのですか？

　また、日本全国の水道原水は、これに該当しているのでしょうか？

（６）貴職は、「宇治市第４次総合計画」が「自己水の確保に限定せず、府営水の確保も謳って」いるから、浄水場の廃止が同計画に反するものではないと主張されました。

　　　しかし、「回答書」でも引用されている通り、上記「計画」は「府営水道からの受水を図るとともに、自己水源の確保に努めます」となっているのです。「阪神淡路大震災」の教訓を踏まえて策定された同「計画」は、「自己水源の確保」を特に重視しているのです。

開浄水場についてと同様の情報操作によって、既に槙島浄水場を『休止』し、今また開浄水場を「休止」する水道部の方針が、どうして「総合計画」に副ったものといえるのでしょうか？　

＜質問２＞「ポンプ交換」問題について

（１）貴職は、開浄水場は既に「休止決定」されており「運転に関する予算」が計上されていないから、ポンプの購入は「新たな投資」に当たると回答されました。

しかし、貴職もご承知の通り、地方公営企業法は、計理については「発生主義」（20条）を、予算については「大綱主義」（24条）を採用しています。
しかも開浄水場は現に稼動しており、水を供給し続けています。そのことによって、かろうじて市の債務は履行されているのです。

ポンプ購入費は、一般的には「備品購入費」です。元々開浄水場には「資産」登録された新規のポンプが存在していました。「緊急案件」として、他施設に、一時、「借用」したものを「返品」するだけの話なのです。

以上からして、法的にも実務上も何ら差し障りがないと考えますが如何でしょうか？

（2） 開浄水場用に使途を限定して購入したポンプを他に流用したことにつ
いて、貴職は「緊急時に規格が同じなら購入名目と違う場所に設置することもある」と強弁されました。

しかし、一般備品と異なり、このポンプは明白に開浄水場用「備品」と
して購入され「資産登録」までなされていたものでした。

開浄水場の「資産」として台帳に登録したものを、登録変更もせずに（平
成１９年９月２５日現在）他に流用して放置しておくことが果たして許されるのでしょうか？
何ら問題はないと考えておられるのでしょうか？

「緊急」事故の発生によって、備品等購入の時間的余裕がない場合に、一時的に他の施設の備品を「借用」するということはありうることです。　　　　　　　　　

しかしこの場合には、「借用」した他施設の「備品」は速やかに返品しておかなければなりません。まして、それが資産台帳に登録されているものであればなおさらです。

百歩譲って「新たな投資」（？）が困難なのであれば、直ちに「返品」を求めます。

府営水の値上げが確実視されている今日（3月28日京都新聞）、開浄水場を存続させる方がよほど「経営効率」も良いのではないでしょうか？

ここは、水道事業管理者として長期的視点からの再検討が必要だと考えますが如何でしょうか？

